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担当府省名 内閣府 

テーマ等 広域災害監視衛星ネットワークの開発・整備・運用 

指摘事項 

①５年間で５００億円の多額の税金を利用する投資であるにもかかわらず、概算要求後、安全保障という目的を外すなどそもそも目的がぶれており、 
②本来検討しなければならない「ユーザーニーズ」や 

③「費用対効果」も十分に検討されておらず、 
④関係省庁との調整も十分に行われていないと判断せざるを得ない。 
また、 

⑤官民の役割分担も不明確であり、民間のニーズの把握も欠如していると判断されるが、仮に民間ニーズがあるのであれば、 
⑥民間資金の活用を視野に入れるべきではないか。 
⑦このような状況の中では予算化の必要性は見出せないのではないか。 

個別項目 
事業改善の対応状況 

（平成 27年度予算概算要求への反映内容も含む） 

①概算要求後、安全保障という目
的を外すなどそもそも目的がぶれ
ている 

衛星の具体的仕様について、我が国の安全保障に適したものとなるよう、宇宙開発利用の推進に関する関係府省等連絡調整会議を開催し、今後の検討の進め方の大

枠等について合意した後、安全保障政策担当省庁を含む関係行政機関との間でニーズの聴取を含む詳細な調整等を経て、ユーザニーズを満たす衛星の具体的仕様の
検討調査等に係る委託契約を締結し、当該調査検討等を本格的に実施している。 
現在、ユーザニーズを満たす衛星の具体的仕様が、我が国の安全保障に適したものになるよう、安全保障担当省庁を含む関係行政機関や民間事業者等にアンケート

調査などを実施して、更なるニーズの集約を進めている。 

②ユーザーニーズの検討（民間ニ

ーズも含む） 
現在、関係行政機関や民間事業者等にアンケート調査などを実施し、ユーザニーズの更なる集約を進め、ニーズを踏まえた利用シナリオの検討を始めている。 

③費用対効果の検討 ユーザニーズの集約を行い、利用シナリオを作成した後、衛星システムの具体的仕様の検討を開始する段階において、本項目についての検討を開始する予定。 

④関係省庁との調整 ユーザニーズの集約を行い、利用シナリオを作成した後、衛星システムの具体的仕様の検討を開始する段階において、本項目についての検討を開始する予定。 

⑤官民の役割分担 ユーザニーズの集約を行い、利用シナリオを作成した後、衛星システムの具体的仕様の検討を開始する段階において、本項目についての検討を開始する予定。 

⑥民間資金の活用 ユーザニーズの集約を行い、利用シナリオを作成した後、衛星システムの具体的仕様の検討を開始する段階において、本項目についての検討を開始する予定。 

⑦予算化の必要性 

指摘を踏まえ、本事業については、ユーザニーズを満たす衛星の具体的仕様を検討するための調査等を実施するための予算として 26年度予算に計上。平成 26年度
の検討調査等においては、想定利用分野が非常に多岐に亘ることから、各利用分野の代表的機関等へのアンケート調査等の結果を踏まえたシミュレーション等を通

じて、膨大な選択肢の中から優先度の高いと考えられる複数種類の衛星システム案を把握するにとどまる見込み。このため、平成 26年度の調査結果から得た複数種
類の衛星システム案について、関係する利用分野における需給両面の利害関係者の幅広い参加を得て、現場の声を踏まえたシミュレーションを実施する等、更に詳
細かつ具体的な検証を行うための経費として、平成 27年度予算概算要求（１億円）を行っている。 
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担当府省名 総務省 

テーマ等 

ICTの研究開発及び高度利活用の促進に関する事業 

（情報通信分野の研究開発に関する調査研究 、超高速・低消費電力光ネットワーク技術の研究開発、独立行政法人情報通信研究機構運営費交付金、戦略的情報通信研究開発推進制度、

ICTによる新産業の創出、ICTを活用した新たな街づくり実現のための環境整備、ICTを活用した新たな街づくり実現のための実証、ICTによる社会課題解決の推進） 

指摘事項 

（ＩＣＴの研究開発に関する事業） 
国が行う情報通信技術の研究開発の目的については、国が支援するもののクライテリアがよくわからない点があり、明確になっているとは言い難く、①国が行う必要性を整理すべき

ではないか。 
②国が実施する場合はＢ／Ｃ等を計算すべきではないか。 
事業目的の達成に向けた国の役割についても、これらの事業は民間企業が実施すべきと考えられ、また、実態として特定大企業への補助となっているなど、明確とは言い難く、③国

はコーディネートに重点を置くなど、民間との役割を整理すべきではないか。 
目的達成のための事業の実施方法についても、現在の国の事業のやり方は民間事業者の研究開発支援の面もあることから、適切とは言い難く、④委託と補助の整理を行ったうえで、
原則補助とし、補助率の低下や案件の絞り込みを行うべきではないか。 

これまでの事業の成果が十分であったとは言い難い。⑤事業として適切かどうかの評価方法をつくる必要があるのではないか。 
 
（ＩＣＴの高度利活用の促進に関する事業） 

ICTの高度利活用の推進に関する事業については、普及させるための具体的な方法が不明であるなど、その成果が十分に検証されているとは言い難く、他の地域にも普及・活用され
ているとは言い難い。⑥普及の見込みの立てられない事業については、実証実験しないべきではないか。 
事業の目的やビジョンは、実証のための実証となっているなど、明確とは言い難く、また、関係機関との調整も十分とは言い難い。 

このため、⑦普及を前提とした事業計画の作成やコスト便益の計算を行うなど、具体的な普及のためのプロセスを明確にすべきではないか。 
⑧また、補助として実施側がリスクを負う形で実施すべきではないか。 
⑨併せて、他の関係省庁との連携強化を担保すべきではないか。 

個別項目 
事業改善の対応状況 

（平成 27年度予算概算要求への反映内容も含む） 

国が行う情報通信技術の研究開発の
目的については、国が支援するもの

のクライテリアがよくわからない点
があり、明確になっているとは言い
難く、①国が行う必要性を整理すべ

きではないか。 

①及び③について、総務省では、イノベーション創出実現に向け ICT分野における国として今後取り組むべき技術分野等について、平成 26年 6月 27日に情報通
信審議会による答申がなされており、これを踏まえた上で概算要求を行っている。（「イノベーション創出実現に向けた情報通信技術政策の在り方」） 

また、政府全体では、安倍総理を議長とする総合科学技術・イノベーション会議（以下、「CSTI」という。）で、重要課題専門調査会での議論を踏まえ、科学技
術イノベーションが取り組むべき課題等をまとめた「科学技術イノベーション総合戦略 2014」（平成 26 年 6 月 24 日閣議決定、以下「総合戦略 2014」という。）
を策定した。さらに、総合戦略 2014 を確実に実行するため、当該会議が政府としての取組の全体像を俯瞰した上で、限られた資源を必要な分野・施策に適切に配

分し有効に活用することを目的として、「平成 27 年度 科学技術に関する予算等の資源配分の方針」（平成 26年 7 月 17 日第 3回 CSTI 本会議決定、以下「資源配
分方針」という。）を策定した。 

資源配分方針においては、ご指摘を踏まえ、平成 27年度科学技術重要アクションプランの対象施策の特定の過程で、重要課題専門調査会による審査を行うこと、

その際「行政事業レビューとの連動を図るため、これに対応した点検項目（国費投入の必要性、事業の効率性・有効性）について限られた財源の中での重点化や工
夫・改善したポイントについて確認していること」等、特に留意すべきことが定められている。 

②国が実施する場合はＢ／Ｃ等を計
算すべきではないか。 
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事業目的の達成に向けた国の役割に

ついても、これらの事業は民間企業
が実施すべきと考えられ、また、実
態として特定大企業への補助となっ

ているなど、明確とは言い難く、③
国はコーディネートに重点を置くな
ど、民間との役割を整理すべきでは

ないか。 

この資源配分方針に基づき、平成 26年 7月から 8月にかけて実施された CSTI有識者議員等の専門家による各省施策のヒアリングにおいては、国費投入の必要性

等の点検項目について重点的に検証が行われ、府省施策の連携、 重複排除・事業間の調整・役割分担の明確化が図られていることが確認されていることから、戦
略的情報通信研究開発推進制度及び独立行政法人情報通信研究機構運営費交付金のうちアクションプランの対象施策となった事業については指摘事項について対
応したものとなっている。（平成 26年 9月 19日第 4回 CSTI本会議決定） 

また、アクションプランの対象施策以外の独立行政法人情報通信研究機構運営経費についても、総合戦略 2014 及び独立行政法人評価委員会が行う毎年度の業績
評価に基づいて、国費投入の必要性を総務省として点検を行っている。 

 

また、②については、Ｂ／Ｃ等を計算すべきとのご指摘を踏まえて、平成 27 年度においては研究開発成果により生じる波及効果等を試行的に把握するため、所
要の経費を盛り込んで平成 27年度概算要求を行っているところ。 
なお「超高速・低消費電力光ネットワーク技術の研究開発」は平成 24 年度から平成 26 年度までの施策であり、平成 26 年度も資源配分方針の重点化の対象とな

っているが、今年度をもって終了することから平成 27年度は要求していない。 
また「情報通信分野の研究開発に関する調査研究」は「国の研究開発評価に関する大綱的指針（平成 24年 12月 6日（平成 26年 5月 19日一部改正）内閣総理大臣
決定）」に従って行う総務省の情報通信技術の研究開発施策全体の PDCA サイクルを着実に実施するため等に必要な調査経費であり、研究開発の実施経費ではない

が、国が行う必要性を踏まえた上で要求している。          

目的達成のための事業の実施方法に

ついても、現在の国の事業のやり方
は民間事業者の研究開発支援の面も
あることから、適切とは言い難く、

④委託と補助の整理を行ったうえ
で、原則補助とし、補助率の低下や
案件の絞り込みを行うべきではない

か。 

④を踏まえて、平成 27 年度概算要求においても事業化段階に近いビジネスモデル実証フェーズについては、補助金スキームとするとともに、民間事業者には負

担を求めることとしている。 
また、委託スキームによる研究開発については、従前より公募時に「官民費用分担にかかる申告書」の提出を求めており、受託者側に一定の負担を約束させた上

で契約を進めることとしている。 

これまでの事業の成果が十分であっ
たとは言い難い。⑤事業として適切

かどうかの評価方法をつくる必要が
あるのではないか。 

事業として適切かどうかの評価方法としては、指摘事項①～③への対応状況でも示した「平成 27年度 科学技術に関する予算等の資源配分の方針」において、平
成 27 年度科学技術重要アクションプランの対象施策の特定後のフォローアップも含め、重要課題専門調査会による年間の審議プロセスを行うこととされており、

研究開発の進捗状況をみつつ、平成 27 年度計画の点検・評価を行うこととされている。またその際、「行政事業レビューとの連動を図るため、これに対応した点
検項目（国費投入の必要性、事業の効率性・有効性）について限られた財源の中での重点化や工夫・改善したポイントについて確認していること」等、特に留意す
べきことが定められている。 

戦略的情報通信研究開発推進制度及び「超高速・低消費電力光ネットワーク技術の研究開発」については、評価方法をつくることが必要とのご指摘を踏まえ、総
合科学技術・イノベーション会議で定める「国の研究開発評価に関する大綱的指針（平成 24年 12月 6日（平成 26年 5月 19日一部改正）内閣総理大臣決定）」を
ベースとした評価基準に基づき、外部有識者による終了評価及び追跡評価等により事業の成果を適切に評価することとした。なお、独立行政法人情報通信研究機構

の運営費交付金については、独立行政法人通則法の改正に伴い、平成 27年度から「国立研究開発法人」となることを踏まえ、研究開発事務・事業の評価について、
研究開発審議会を設置するとともに、「独立行政法人の評価に関する指針」（総務大臣決定）を踏まえて適切に評価を行う予定である。 

ICTの高度利活用の推進に関する事業
については、普及させるための具体
的な方法が不明であるなど、その成

果が十分に検証されているとは言い
難く、他の地域にも普及・活用され
ているとは言い難い。⑥普及の見込

みの立てられない事業については、
実証実験しないべきではないか。 

 普及展開を見据えたものに限定して実施することについて、執行段階において厳格に対応し、「ビッグデータの活用による路面管理及び農業の高度化」、「放送・
通信分野等における公的個人認証サービスの利活用」及び「スマートプラチナ社会の構築」に関する実証については、意見募集（パブリックコメント）により提出
された意見を踏まえた調達仕様書に基づいた入札公告を行い総務省公開プロセスに携わった外部有識者等による審査により普及展開が見込めると判断された案件

のみを採択し、契約を行った。 
 また、「Ｇ空間シティ構築事業」及び「ＩＣＴ街づくり推進事業」についても、総務省公開プロセスに携わった外部有識者等による「普及展開の可能性」を中心
とした審査を実施した上で、評価結果を踏まえ、真に成果の普及展開に資する取組に限定して委託先候補を決定し、契約を行った。 

 なお、平成 27年度概算要求においては、関連する次の事業について、以下のとおり秋のレビューの指摘を踏まえた上で要求している。 
・オープンデータ・ビッグデータ利活用推進事業 
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事業の目的やビジョンは、実証のた
めの実証となっているなど、明確と
は言い難く、また、関係機関との調

整も十分とは言い難い。 
このため、⑦普及を前提とした事業
計画の作成やコスト便益の計算を行

うなど、具体的な普及のためのプロ
セスを明確にすべきではないか。 

平成２５年秋のレビューにおける「普及の見込みの立てられない事業については、実証実験しないべきではないか」との指摘を踏まえ、標準的・共通的な仕様や

ルールの策定を行う等、普及展開を見据えたものに限定した内容になっている。 
・Ｇ空間防災システムとＬアラートの連携推進事業 

平成２５年秋のレビューにおける「普及の見込みの立てられない事業については、実証実験しないべきではないか」との指摘を踏まえ、全国普及を推進している

「Ｌアラート（災害情報共有システム）」（避難指示等の自治体が発する災害情報等を多様なメディアに一斉同報するための共通基盤）を、Ｈ25補正予算事業で実
施しているＧ空間防災システムの実証成果との連携推進を図り、普及展開の効果を高めることとしている。 
・自立・持続型ＩＣＴ地域活性化モデル普及展開事業 

平成２５年秋のレビューにおける「普及の見込みの立てられない事業については、実証実験しないべきではないか」との指摘を踏まえ、目的、手法等を抜本的に
見直し、普及展開を目的とした事業に絞って新規に要求。あらかじめ関係省庁と調整のうえ、ニーズや展開可能性の高い分野に限定して実施することとしている。 
・次世代医療・介護・健康ＩＣＴ基盤高度化事業 

平成２５年秋のレビューにおける「普及の見込みの立てられない事業については、実証実験しないべきではないか」との指摘を踏まえ、標準的・共通的な仕様や
ルールの策定を行う等、普及展開を見据えたものに限定した内容となっている。 

さらに、医療・介護・健康分野における総合的データ連携の実現のためのデジタル基盤の検証に当たっては、これまでの取組の成果を活用等することにより、普

及展開の効果を高めることとしている。 
・ＩＣＴを活用した新たなワークスタイルの実現 
平成２５年秋のレビューにおける「普及の見込みの立てられない事業については、実証実験しないべきではないか」との指摘を踏まえ、標準的・共通的な仕様や

ルールの策定を行う等、普及展開を見据えたものに限定した内容となっている。 

⑧また、補助として実施側がリスク
を負う形で実施すべきではないか。 

⑨併せて、他の関係省庁との連携強
化を担保すべきではないか。 

○「ビッグデータの活用による路面管理及び農業の高度化」にいては、実証プロジェクトの実施に当たり、農林水産省、国土交通省、内閣官房 IT総合戦略室等の
関係省庁との連携を図るための協議を実施し、これらの省庁からの意見を反映した。 

○「Ｇ空間シティ構築事業」については、実証プロジェクトの具体的な内容や実施体制等について情報共有や協議を行う等、関係省庁（内閣府、国土交通省、国土
地理院等）との連携に努めているところ。 
○「ＩＣＴ街づくり推進事業」については、当該事業の普及展開方策等について検討を行う「ＩＣＴ街づくり推進会議」に、関係省庁（内閣官房、農林水産省、経

済産業省、国土交通省、厚生労働省）の参加の下、省庁横断的な実証プロジェクトの推進体制を構築しているところ。会議の開催状況は以下のとおり。 
・ＩＣＴ街づくり推進会議：平成 26年 6月 3日開催 
・ＩＣＴ街づくり推進会議 共通ＩＤ利活用ワーキンググループ：平成 26年 9月 3日開催 

・ＩＣＴ街づくり推進会議 共通ＩＤ利活用サブワーキンググループ：平成 26年 8月 6日開催 
○「「スマートプラチナ社会の構築」に関する実証」については、実証プロジェクトの実施に当たり、内閣官房 IT総合戦略室、健康・医療戦略室、厚生労働省と
の連携を図るための協議を実施し、これらの省庁からの意見を反映した。 
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担当府省名 総務省 

テーマ等 
ICTを活用した教育学習の振興に関する事業 

（フューチャースクール推進事業、ICTによる社会課題解決の推進、教育分野における最先端 ICT利活用に関する調査研究） 

指摘事項 

（フューチャースクール推進事業等（総務省所管事業）） 

フューチャースクール推進事業、先導的教育実証事業については、少ない予算でより効果を上げるという発想に欠けており、事業の目的、ビジョンが明確とは言い難い。また、事業の効
果検証も十分とは言い難く、事業効果がほとんど上がっていない状況にある。 
そもそも、教育のＩＣＴ化の全国展開に向けた、具体的で実行可能な工程・期間が示されていない。①コスト抑制に関する成果指標を設定し、費用対効果や全体像、技術環境の変化への

対応など、国民にもわかりやすく、理解される工程表を示すべきではないか。 
②今後については、「クラウド」ということで何でもプロジェクトを起こすのではなく、 
また、③実証数も絞り込むなど、総務省は裏方に徹するべきではないか。 

個別項目 
事業改善の対応状況 

（平成 27年度予算概算要求への反映内容も含む） 

フューチャースクール推進事業、先導的教育実証事業につい

ては、少ない予算でより効果を上げるという発想に欠けてお
り、事業の目的、ビジョンが明確とは言い難い。また、事業
の効果検証も十分とは言い難く、事業効果がほとんど上がっ

ていない状況にある。 
そもそも、教育のＩＣＴ化の全国展開に向けた、具体的で実
行可能な工程・期間が示されていない。①コスト抑制に関す

る成果指標を設定し、費用対効果や全体像、技術環境の変化
への対応など、国民にもわかりやすく、理解される工程表を
示すべきではないか。 

①については、 
・平成 26年 6月に外部有識者による構成される「ICTドリームスクール懇談会」（総務大臣主催）を設置し、同懇談会内でコスト抑制に

関する指標及び今後の工程表について議論中。 
・９月５日まで実証地域を公募。コスト抑制に資するため、実証地域の募集項目や選定基準において、「現在のＩＣＴ機器の整備状況等
（タブレットＰＣの台数及び電子黒板の台数）が優れていること」及び「通信環境の整備状況等（無線ＬＡＮの環境、外部接続状況）が

優れていること」という既存資産の活用状況に関する項目を盛り込み、コスト抑制を図った。 
・また、可能な範囲で実証に係る対象学年を限定することで、コスト抑制を図ることとした。 
・平成 27年度の概算要求は、実証に係る対象学年を限定し、ＩＣＴ機器の低コスト化を図るとともに、既存の通信環境を一定程度活用す

る方針を継続し、この方針を踏まえて要求している。 

②今後については、「クラウド」ということで何でもプロジ
ェクトを起こすのではなく、 

②については、通信環境や学校の規模の観点から、モデル性の高い箇所に絞り込んで実証事業を実施する（10事業→3事業）。 

・文部科学省と連携し平成 26年 9月 5日まで実証地域を公募し、10月 6日に３地域（福島県新地町、東京都荒川区、佐賀県）を選定し
た。 
 

・実証地域の募集項目や選定基準において、「本事業の成果を活用して今後地域において教育情報化を展開する具体的な計画を有し、ビ
ジョンが明確であること」という項目を盛り込み、今後の普及展開を見据えたモデル性の高い地域での実証を優先した。上の３自治体
は、ＩＣＴ機器の整備状況、普及展開の計画等において有識者から高い評価を得た結果、実証地域として選定されたもの。 

③については、文部科学省との役割分担や事業での連携内容を確認した上で、適切な事業規模とする。 
また、③実証数も絞り込むなど、総務省は裏方に徹するべき
ではないか。 
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担当府省名 外務省 

テーマ等 広報に関する事業（海外広報、独立行政法人国際交流基金運営費交付金、海外における文化事業等） 

指摘事項 

①海外における在外公館、国際交流基金の文化芸術交流事業ともＰＤＣＡサイクルが必ずしも十分に確立されていない。今後、戦略をもとに具体的な目標や重要地域を定めるべきでは
ないか。 
②適切な成果指標を設定するとともに、 

③個々の事業の評価については、例えば、米国の様々な評価手法を参考にすることや事前と事後のアンケートは５段階程度にして中央値を評価に含めないこと等の取り組みが必要では
ないか。 
④また、一定の規模以上のイベントについては、参加者等に対し次回開催に向けた寄付を集めることや、次回有料化しても参加したいかのアンケートを行う等の工夫を検討することが

必要ではないか。 
⑤在外公館及び国際交流基金の文化芸術交流事業の役割分担に関する説明が不十分であり、より具体的な役割分担が必要ではないか。 
⑥在外公館は、当該国における企画・立案の司令塔としての役割や現地の政治的ネットワーク構築等に重点化する一方、国際交流基金は、専門性を活かした事業に重点化するなど、両

主体の役割分担のあり方を明確化するべきではないか。 

個別項目 
事業改善の対応状況 

（平成 27年度予算概算要求への反映内容も含む） 

① 海外における在外公館、国際交流基金の文化芸術交流
事業ともＰＤＣＡサイクルが必ずしも十分に確立され
ていない。今後、戦略をもとに具体的な目標や重要地

域を定めるべきではないか。 

①については、平成 26年 1月、広報文化外交上の手段について「選択と集中」の観点から戦略的に活用する旨を定めた広報文化外交戦
略を策定。 

●在外公館文化事業 
・在外公館が企画・立案する平成２６年度の事業については、上記戦略を踏まえながら、個々の案件を精査し、優良案件を承認してい
る。 

・各在外公館は、上記戦略を踏まえ、平成２７年度の広報文化交流事業方針を作成している（多数の公館が提出済み）。 
●国際交流基金の文化芸術交流事業 
・外務省・在外公館が作成した広報文化交流事業方針を踏まえつつ、平成 27年度地域・国別方針の立案に着手した。 

② 適切な成果指標を設定するとともに、 

②については、広報文化事業の効果の評価・分析モデルを検討するための調査研究を実施。平成 26年度調査研究においては、25年度調

査結果を踏まえ、事業目的に応じ評価モデルを精査し、また評価モデルを始点とした PDCAサイクルモデル案づくりを行う（契約手続き
中）。 
③および④について、在外公館文化事業及び国際交流基金については、上記調査の結果を踏まえて、適切な成果指標の設定など事業評価

改善のための取組を実施する方針。 

③個々の事業の評価については、例えば、・米国の様々な
評価手法を参考にすることや・事前と事後のアンケートは

５段階程度にして中央値を評価に含めないこと等の取り組
みが必要ではないか。 

④また、一定の規模以上のイベントについては、 
・参加者等に対し次回開催に向けた寄付を集めることや、 

・次回有料化しても参加したいかのアンケートを行う 
等の工夫を検討することが必要ではないか。 

⑤在外公館及び国際交流基金の文化芸術交流事業の役割分

担に関する説明が不十分であり、より具体的な役割分担が
必要ではないか。 

⑤については、 

●在外公館及び国際交流基金の文化芸術交流事業については、外務本省で策定する広報文化外交戦略を踏まえて実施することとし、在外
公館が当該国における広報文化交流事業方針を定め、国際交流基金が当該方針を踏まえて具体的な事業を実施するという関係を構築す
る。 

●在外公館は、広報文化外交戦略及び在外公館別の広報文化交流事業方針を踏まえ、国の代表機関として、外交上の優先課題に基づき文
化芸術交流事業を行う。事業実施に当たっては、現地の共催団体や協力者のリソースを活用する。 
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●国際交流基金は、広報文化外交戦略及び在外公館別の広報文化交流事業方針を踏まえ、在外公館と緊密な連携を図りつつ、専門機関と

して長年培ったノウハウやネットワークといった専門性をさらに高め、一流の文化人・専門家の派遣や多様なスキームを複合的に組み合
わせた事業に重点化する。 
以上の通り役割分担をしており、 

●広報外交戦略を踏まえた事業 
・在外公館が企画・立案する平成２６年度の事業について、上記戦略を踏まえながら、個々の案件を精査し、優良案件を承認している。
（再掲） 

・国際交流基金については、外務省・在外公館が作成した広報文化交流事業方針を踏まえつつ、平成 27年度地域・国別方針の立案に着手
した。（再掲） 
●在外公館文化事業 

・２６年度の在外公館文化事業については、各在外公館において広報文化外交戦略を踏まえ立案し、現地リソースを活用するとともに、
在外公館文化事業と国際交流基金の左記役割分担に留意して実施しているところ。 
・マケドニアにおける能公演（観世流橋岡曾のウィーン訪問の機会を利用し、日マケドニア外交樹立 20周年という選定周年には含まれ

ないが重要な外交上の節目に、機動的に文化事業を実施した） 
・ジャカルタ日本まつり（同国最大規模の祭りの機会を捉え、大使館が司令塔になることで、現地政府の協力や民間企業、友好団体等の
活力を動員し、オールジャパンで費用対効果の高い事業を実施した） 

●国際交流基金 
・国際交流基金においては、専門機関としての専門性をさらに高めた事業に重点化すべく、「小規模レクチャー・デモンストレーショ
ン」事業について、巡回展事業、国際図書展事業、日本映画上映事業等と複合的に組み合わせた形でのみ実施することとし、以下の例を

はじめとする個別事業を企画・実施中。 
・トロントにおける巡回展「現代日本デザイン 100選」に合わせたデザイナー派遣（実施予定） 
・フランクフルトにおける国際図書展にあわせた作家派遣（実施予定） 

・チューリッヒにおける日本映画上映会にあわせた映画監督派遣（実施済）となる。 

在外公館は、当該国における企画・立案の司令塔としての
役割や現地の政治的ネットワーク構築等に重点化する一

方、国際交流基金は、専門性を活かした事業に重点化する
など、⑥両主体の役割分担のあり方を明確化するべきでは
ないか。 

●同上 
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担当府省名 外務省 

テーマ等 経済協力に関する事業（無償資金協力） 

指摘事項 

①我が国の現下の財政状況に鑑みれば、世銀ガイドラインの基準を超えた所得水準の国には、有償資金による援助を実施することを基本とするべきではないか。 
②有償・無償の判断基準が極めて不明確であり、無償資金協力の活用は、あらかじめ、例えば緊急性、人道性、対象国の財政状況を含む基準を明確に示した上で、それを満たす場合に限
って実施するべきではないか。 

③また、中所得国以上の国に無償資金による援助を実施した場合、事業実施後に無償による援助が適当であったか否かの評価を行うことを検討すべきではないか。 
④無償資金協力におけるＰＤＣＡを強化する観点から、毎年度、サブスキームごとのレビューシートを作成するべきではないか。 
⑤サブスキームの整理統合について不断の見直しを行っていくことが必要ではないか。 

個別項目 
事業改善の対応状況 

（平成 27年度予算概算要求への反映内容も含む） 

①我が国の現下の財政状況に鑑みれば、世銀ガイドラインの基準を超え

た所得水準の国には、有償資金による援助を実施することを基本とする
べきではないか。 

①及び②については、所得水準の高い国に無償資金協力を供与する際には、我が国の対外政策（二国間関係、国際展開政策
等）、当該途上国の債務状況・経済規模・脆弱性、案件の性質（緊急性・迅速性、人道性、地球規模課題への対応等）等といっ

た観点から具体的に精査し、効果の高い事業に供与することとする（２６年度から実施）。平成 26年 2月に開催された第 14回
開発協力適正会議にて、この観点について具体的に説明し、外部有識者の間で議論を行った。 
この議論を受け，所得水準が相対的に高い国については，有償資金協力の活用を最大限追求する。その上で，無償資金協力の供

与を検討する際には，まずは緊急性・迅速性又は人道上のニーズの観点から適否を判断する，これらの観点を満たさない場合で
あって，対象国の債務状況を勘案し無償資金協力によることが困難又は適当でないと判断される場合には，個別の案件について
実施の意義を，①案件の性質，②我が国の対外政策及び③供与先となる途上国が置かれている状況の観点から複合的に精査し，

無償資金協力による実施が十分に説明可能な効果の高い事業に限って実施する 
こととなった（「所得水準が相対的に高い国に対する無償資金協力の効果的な活用について」）。 
開発協力適正会議の議事録及び上記方針は、外務省ホームページにて公表。 

②有償・無償の判断基準が極めて不明確であり、無償資金協力の活用
は、あらかじめ、例えば緊急性、人道性、対象国の財政状況を含む基準

を明確に示した上で、それを満たす場合に限って実施するべきではない
か。 
 

③また、中所得国以上の国に無償資金による援助を実施した場合、事業
実施後に無償による援助が適当であったか否かの評価を行うことを検討

すべきではないか。 

③については、平成 26年度のＯＤＡ評価（第三者評価）において、「相対的に所得水準の高い国に対する無償資金協力の評
価」を実施すべく、平成 26年 6月に入札を通じて調査業務委託業者を選定した。調査内容に関する検討会を経て、文献調査を

進めている。平成 26年度中に評価報告書の提出を受ける予定。 
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④無償資金協力におけるＰＤＣＡを強化する観点から、毎年度、サブス
キームごとのレビューシートを作成するべきではないか。 

④及び⑤については、無償資金協力事業におけるＰＤＣＡサイクルを強化する観点からいかなる措置をとり得るか、真摯に検討
を行ってきた。このうち、「秋のレビュー」において指摘を頂いた、サブスキームごとのレビューシートへの成果の記載について
は、サブスキームは実施手続（交換公文の内容等）を定めているもので、成果目標等を設定するものではないこと、また、予算

編成や執行もサブスキームごとには行っていないことから、サブスキームごとにＰＤＣＡサイクルを実施することは困難である。 
特定の課題や分野ごとに成果目標等を設定し、ＰＤＣＡサイクルを実施することも検討したが、課題や分野ごとの成果目標等

は、無償資金協力事業のみならず円借款や技術協力等を合わせて達成されるものであり、無償資金協力事業のみの成果目標等を

設定してＰＤＣＡサイクルを実施することも困難である。 
過去数十年にわたる、経済協力開発機構開発援助委員会（OECD DAC）等での国際的な議論においても、最終的な開発目標の達

成をある特定のスキーム等に帰属させるのではなく、個別案件レベルで評価を行うことが主流となっている。 

以上から、無償資金協力をより効果的・効率的に実施するために、無償資金協力事業におけるＰＤＣＡサイクルについては、
個別案件に定量的指標を導入する（注：平成 26 年 6 月、第 11 回行政改革推進会議にてＰＤＣＡサイクル強化の改善事例として
評価を頂いた。）とともに、その代表的な個別案件に係る成果目標等をレビューシートに記載していくことでＰＤＣＡを強化する

こととした。 

⑤サブスキームの整理統合について不断の見直しを行っていくことが必

要ではないか。 
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担当府省名 文部科学省 

テーマ等 大学の教育研究の質の向上に関する事業（グローバル人材育成及び大学改革） 

指摘事項 

（グローバル人材育成） 

①グローバル人材の定義については、具体性がなく総花的なものとなっているため明確とは言い難い。産業人材の育成に重点化した上で、検証可能な人材の定義を行い、それを明確に提示
すべきではないか。 
②また、我が国のグローバル人材の層を厚くするためには、プログラムによる部分的なグローバル化ではなく、大学内の教育体制を見直して外国人教員の割合を高めるなど、大学全体が国

際標準になるようにすべきではないか。 
③「グローバル人材育成推進事業」と「大学の世界展開力強化事業」は、事業の内容について、国内の大学自身による教育ではなく留学を前提としていること、検証可能な指標の設定が不
十分であるなどの点で有効とは言い難く、 

・検証可能な成果指標の設定、 
・事業の整理統合、 
・育成する人材像に即した取組を支援、 

・英語偏重の事業内容の見直しなどを行うべきではないか。 
④「スーパーグローバル大学事業」は、事業の実施により、どのような効果を目指しているかという事業の目的が明確とは言い難く、 
・事業内容を明確にして支援対象を限定、または、 

・既存事業と整理統合を行うべきではないか。 
⑤また、従来事業についての検証が不十分であるので、新規事業の立ち上げは、従来事業の課題への対応を踏まえ、具体的な成果指標を設定するなどした上で行うべきではないか。 
（大学改革） 

⑥「国立大学改革の強化推進」については、「国立大学改革」で行おうとしていることが明確とは言い難く、大学ごとのミッションに客観的な評価を加え、再定義した上で、改革の意義を
明確化した大学だけを支援対象とすべきではないか。 
⑦また、本事業の内容は、現在の形のままであれば大学の本来業務ではないかとの点から「国立大学改革」に資するものとは言い難く、 

・大学の自主的な改革に資する事業に支援対象を限定・明確化、 
・他の類似事業との整理統合などを行うべきではないか。 
⑧少なくとも大学自身が負担しないものについては支援しないべきではないか。 

⑨「大学改革加速プログラム」の目的については、公・私立大学が自助努力で行うべきものであることから明確とは言い難く、国で実施すべき事業ではないので、このままの形で事業化す
ることは適切ではないのではないか。 

個別項目 
事業改善の対応状況 

（平成 27年度予算概算要求への反映内容も含む） 

①産業人材の育成に重点化した上で、検証
可能な人材の定義を行い、それを明確に提
示すべきではないか。 

 

平成２６年１月３１日、採択大学に、各大学が育成しようとするグローバル人材像のうち、産業人材の育成という観点から定性的・定量的な検証を行うよ
う通知し、各大学の検証結果を取りまとめ、３月２８日に本事業の広報・普及発信を担当している日本学術振興会のＨＰで公表した。また、この検証結果に

ついて、９月１９日に各大学へフォローアップを行うよう通知した。１０月中に結果をとりまとめ、日本学術振興会のＨＰで公表し、事業のより効果的な
実施に努める。 
 

※指摘を踏まえ、概算要求時の「グローバル人材育成推進事業」と「スーパーグローバル大学事業」は、「スーパーグローバル大学等事業」として統合
し、④記載のとおり重複のないよう整理の上、同事業の支援メニューとして「経済社会の発展を牽引するグローバル人材育成支援」と「スーパーグローバ
ル大学創成支援」を設けることとした。 
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②外国人教員の割合を高めるなど、大学全
体が国際標準になるようにすべきではない

か 
 

既存の「グローバル人材育成推進事業」と「大学の世界展開力強化事業」については、 

・外国人教員や国外の大学で学位取得をした日本人教員等の比率、・学生の語学力、日本人学生の海外留学者数、外国人留学生の受入数、 
・外国語による授業科目の実施率（外国語教育を主たる目的とするものを除く）、 
・年俸制、テニュアトラック制の導入、 

・外国人や外国での学位取得者の積極登用 等 
の大学全体の国際標準への適合についての状況を把握するための通知を、平成２６年１月に各大学に発出。これらの調査結果を取りまとめ、グローバル人
材育成推進事業については３月２８日に、本事業の広報・普及発信を担当している日本学術振興会のＨＰで公表した。大学の世界展開力強化事業について

は４月１０日に公表した。 
「スーパーグローバル大学創成支援」についても、４月１５日に、公募についての通知を大学へ発出し、申請に際して、同様の数値や状況を達成目標等と
して各大学に設定させることとした。 

 

③ 
・検証可能な成果指標の設定、 

・事業の整理統合、 
・育成する人材像に即した取組を支援、 
・英語偏重の事業内容の見直しなどを行う

べきではないか。 
 

グローバル人材育成推進事業が英語に偏重していないことを示す具体的な取組内容等を把握するための通知を、平成２６年１月３１日に各大学に発出。 
この調査結果を取りまとめ、３月２８日に、本事業の広報・普及発信を担当している日本学術振興会のＨＰで公表した。 
 

④「スーパーグローバル大学事業」は、既
存事業と整理統合を行うべきではないか。 
 

指摘を踏まえ、概算要求時の「グローバル人材育成推進事業」と「スーパーグローバル大学事業」は、「スーパーグローバル大学等事業」として統合し、
支援メニューの「経済社会の発展を牽引するグローバル人材育成支援」と「スーパーグローバル大学創成支援」の重複した財政支援は認めないこととした。
具体的には、「経済社会の発展を牽引するグローバル人材育成支援」採択大学が「スーパーグローバル大学」として採択された場合には、これらの大学は

「スーパーグローバル大学創成支援」実施大学として、同事業からのみ補助金を手当てすることとした。 
 なお、「経済社会の発展を牽引するグローバル人材育成支援」については、①産業人材の育成という観点から定性的・定量的な検証、②大学全体の国際標
準への適合状況の調査、③英語に偏重していないことを示す取組内容の把握を通じ、事業内容の見直しを促している。 

⑤従来事業の課題への対応を踏まえ、具体
的な成果指標を設定するなどした上で行う

べきではないか。 
 

「スーパーグローバル大学創成支援」については、平成 26年４月１５日に公募についての通知を大学へ発出し、 
・外国語のみで卒業できるコース数、教育プログラムの国際通用性 

・海外に設置する拠点の数、 
・混住型学生宿舎に入居する外国人留学生数 
・年俸制の導入、国際通用性ある人事評価制度の導入・活用 

等 
42項目の状況について、申請に際して定量的・定性的な成果指標として各大学に設定させることとした。 

⑥『「国立大学改革」で行おうとしている
ことが明確とは言い難く、大学ごとのミッ
ションに客観的な評価を加え、再定義した

上で、改革の意義を明確化した大学だけを
支援対象』とすることについて。 

平成 25年度採択事業については、平成 26年 3月 12日付けで 7件の取組に交付決定を行った。 
採択事業の選定にあたっては、各大学の強み・特色・社会的役割を踏まえた機能強化のための組織再編を行う取組に限定するため、特に大学や学部の枠を
超えた教育研究組織の再編成、組織運営等のシステム改革、学内資源の再配分・重点化といった観点が含まれた、学長の強いリーダーシップの発揮による

各大学の強み・特色の一層の伸長につながる取組であることに加え、平成 26年 3月までに公表した「ミッションの再定義」にかかる大学との意見交換にて
明確化した、各大学の強み・特色・社会的役割を踏まえた取組であるかを計画調書等により確認した。 

⑦『本事業の内容は、現在の形のままであ

れば大学の本来業務ではないかとの点から
「国立大学改革」に資するものとは言い難
く、大学の自主的な改革に資する事業に支

援対象を限定・明確化、他の類似事業との
整理統合などを行う』ことについて。 

平成 25 年度事業の採択に当たっては、上記⑥に記載の観点で選定し、また、選定された取組を実施するため各大学とも平成 26 年 3 月に中期計画の変更

を行った。 
平成 26年度は、ミッションの再定義を踏まえた学内資源配分の最適化のための大学や学部の枠を超えた教育研究組織の再編成に向けた取組や、人材の新

陳代謝などの先導的な取組を、他事業との関係、連携等を精査し選定する。 

また、平成 25 年度の事業選定時及び既存事業の平成 26 年度補助額の査定時に、本補助金に関連する取組が他の事業費に応募もしくは採択されている場合
は、それぞれの取組の事業目的、達成目標等を計画調書等にて確認した。 
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⑧『大学自身が負担しないものについては
支援しない』ことについて。 

平成 24年度の採択事業から、補助期間中より大学の自己負担をする旨、選定大学との意見交換時や計画調書等において求めている。 

⑨このままの形で事業化することは適切で
はないのではないか。 

 

事業内容について、以下の通り抜本的に見直した。 
①個別プロジェクト支援の対象に国立大学を追加し、国公私立大学を支援対象とする。 

②支援するテーマを教育再生実行会議の提言に記載されている事項のうち、大学教育の質向上のため早急に対応すべきテーマに限定する。 
また、指摘事項には記載されていないが、議論の中で指摘された点に関して、予算編成又は事業公募までに以下の通り対応する。 
○収容定員による大学の規模毎に支援件数を設定したことにより、規模の小さな私立大学を救済するための補助金と指摘されたことに対応し、各テーマ毎

に必要な件数を設定する。 
○各大学が設定する成果指標だけでは、甘く設定することも考えられ、意味がないとの指摘に対応し、各大学が設定する成果指標に加え、各テーマ毎及び
テーマ共通の成果指標を有識者の意見を踏まえ文部科学省が設定し、ダブルチェックを行う仕組みに改める。 

また、３年目に中間評価を実施し、成果が見られなければ補助金の減額等を実施する。 
○情報公開をきちんと行うべきとの指摘に対応し、各大学毎に事業の進捗状況及び成果を公表することを義務付けすることに加え、ネットワークで各プロ
ジェクトの成果を普及し、その状況を確認する。 

○事業名称が事業内容を正確に表しておらず、他事業との混同や事業内容への誤解を与えたことに対応し、事業名称を変更する。 
 【変更前】「大学改革加速プログラム」 
     ↓ 

 【変更後】「大学教育再生加速プログラム」  
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担当府省名 文部科学省 

テーマ等 イノベーション創出に向けた産業連携の推進及び地域科学技術の振興に関する事業 

指摘事項 

 ３事業すべてについて、イノベーションが定義されていない、全体戦略がない、類似の取組が多い、有効性の見極めが不十分などの点から、事業の目的に照らして有効とは言い難く、
①全体戦略の策定、類似の取組との整理、有効性の見極めを行うべきではないか。 

 成果の検証は、「地域イノベーション戦略支援プログラム」及び「地域資源等を活用した産学連携による国際科学イノベーション拠点整備事業」について、適切に行われているとは言
い難く、②売上・営業利益・市場規模など定量的に効果検証を行った上で、検証結果を新規採択や事業の継続の是非に反映すべきではないか。 
 事業の内容については、国が実施すべき役割を踏まえたものに限定されているとは言い難く、③民間の負担拡大や国の負担を漸減することで地域の自立を促進したり、中止の判断基準

の明確化、長期継続を禁止するなど、出口戦略の明確化などを行うべきではないか。 

個別項目 
事業改善の対応状況 

（平成 27年度予算概算要求への反映内容も含む） 

①について、全体戦略の明確化、類似の取組
との整理、有効性の見極めを進める。 

【地域イノベーション戦略支援プログラム】 
 外部有識者により構成される委員会において、類似の取組との整理を行いつつ、９回にわたる議論を経て、本年８月、地域科学技術イノベーションの全

体戦略として、報告書（「今後の地域科学技術イノベーションのあり方について」）を取りまとめた。  
有効性の見極めについては、同報告書において「国の施策の説明責任を果たすため、事業の効果の明確化等が求められている」旨を明記したところ。今

後、同報告書に記載した「地域科学技術イノベーション施策の望まれる姿」を評価へと的確に反映し、真に成功に乏しいプロジェクトについて、27年度か

らの中止も含めた見直しを行うなど、事業の有効性を見極めていく予定。 
【先端融合領域イノベーション創出拠点形成プログラム】 
 本年 11 月に２拠点の中間評価を実施。全体戦略については、外部有識者等から意見を聴取し有効性の見極めを行いながら、今年度冬を目途に取りまと

め、同全体戦略を踏まえながら、27年度予算に反映させていく予定。 
【国際科学イノベーション拠点整備事業】 

本整備事業は平成 24 年度補正予算により、選定された大学等に対し、産学によるイノベーション創出に向けた研究開発等の活動を推進するための施設

及び研究設備の整備を行うもの。平成 25年度以降の国費の支出を行うものでは無いが、イノベーション創出に資するため、施設・設備を整備するだけにと
どまらず、産業界を含めた利用がなされるとともに、自律的運営に資するルールの整備及び利用が図られることを目標とし、フォローアップによりその遂
行を確認していく。 

有効性の見極めについては、本年７月には各拠点に対して、現状の入居計画、利用料徴収のためのルール検討状況などについてアンケート調査を実施し
たところ。今後も継続的に企業等の入居率、機器利用率、利用料計画の状況等の進捗管理を行い、外部有識者により構成されている委員会にも報告等を行
いながら当事業によって整備した「場」の有効的活用についてフォローアップしていく予定。 

②について、売上・営業利益・市場規模など
定量的に整理すると同時に、本事業による効
果の定義を含め検証を行う。 

【地域イノベーション戦略支援プログラム】 
  委員会において、本年８月に取りまとめた「今後の地域科学技術イノベーションのあり方」についての報告書に記載した評価の視点に基づきなが

ら、事業の効果を検証していく考え。 
【国際科学イノベーション拠点】 
 平成 25年度に 16機関中 2機関の施設整備が完了し、平成 26年度末に 14機関の施設整備が完了を予定している。イノベーション創出に資するため、

施設・設備を整備するだけにとどまらず、産業界を含めた利用がなされるとともに、自律的運営に資するルールの整備及び利用が図られることを目標と
し、フォローアップによりその遂行を確認していく。有効性の見極めについては、本年７月には各拠点に対して、現状の入居計画、利用料徴収のための
ルール検討状況などについてアンケート調査を実施したところ。今後も継続的に企業等の入居率、機器利用率、利用料計画の状況等の進捗管理を行い、

外部有識者により構成されている委員会にも報告等を行いながら当事業によって整備した「場」の有効的活用についてフォローアップしつつ、事業完了
後 3年を目途として施設整備による効果の明確化を図る予定。 
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③について、国の役割に限定した支援に特化

し、地域の自立化を促進するとともに、中
止・継続の判断を明確化する。 

【地域イノベーション戦略支援プログラム】 

  地域科学技術イノベーション推進委員会において、本年８月に取りまとめた「今後の地域科学技術イノベーションのあり方」についての報告書に記
載した評価の視点等を評価へと的確に反映し、評価結果を対象地域に本年度中に明示する予定。 
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担当府省名 文部科学省 

テーマ等 ICTを活用した教育学習の振興に関する事業 （学びのイノベーション事業、情報通信技術を活用した新たな学び推進事業） 

指摘事項 

①学びのイノベーション事業、情報通信技術を活用した新たな学び推進事業については、少ない予算でより効果を上げるという発想に欠けており、事業の目的、ビジョンが明確とは言い
難い。また、事業の効果検証も十分とは言い難く、事業効果がほとんど上がっていない状況にあることから、事業を絞り込んで行うべきではないか。 
②そもそも、教育のＩＣＴ化の全国展開に向け、教育効果や教師のＩＣＴ活用指導力の向上、効果的な教材開発等に関する具体的で実行可能な工程・期間が示されていない。 

・ＩＣＴにより教育がどう変化するのか、課題をどのような方法で解決していくのかなど、普及や教育内容の改革に向けた具体的なビジョンを策定するとともに、 
・その効果を測る成果指標を設定すべきではないか。 
・これらについて、初等中等教育局も中心となって進めていくことを検討すべきではないか。 

個別項目 
事業改善の対応状況 

（平成 27年度予算概算要求への反映内容も含む） 

①学びのイノベーション事業、情報通信技術を活
用した新たな学び推進事業については、少ない予
算でより効果を上げるという発想に欠けており、

事業の目的、ビジョンが明確とは言い難い。ま
た、事業の効果検証も十分とは言い難く、事業効
果がほとんど上がっていない状況にあることか

ら、事業を絞り込んで行うべきではないか。 

○学びのイノベーション事業については、「学びのイノベーション推進協議会」委員からの効果検証方法に関する助言を反映しながら、児童生徒の
学力や意識、教員の指導力の変容等について十分に検証するとともに、ＩＣＴを活用した指導の実践事例等をとりまとめ、「実証研究報告書」とし

て、平成 26年 4月１１日に公表。 
 
○平成２６年５月に「学びのイノベーション事業実証研究報告書」を都道府県・市町村教育委員会等の関係機関に送付するとともに、平成２６年９

月５日に開催した「平成２６年度情報教育担当者連絡会議」において、都道府県・指定都市の担当者に対し、実証研究報告書の概要説明及び事例発
表等を行った。 
 

○平成２６年度の総務省との連携事業については、委託先を 10 地域から３地域に絞り込んだ上で、平成２６年９月下旬に委託先を決定し、現在、事
業を実施中。また、平成２７年度予算概算要求にあたり、総務省との間での役割分担を明確化するとともに単位当たりコストの削減に努め、要求額に
ついて見直しを行った。 

②そもそも、教育のＩＣＴ化の全国展開に向け、
教育効果や教師のＩＣＴ活用指導力の向上、効果
的な教材開発等に関する具体的で実行可能な工

程・期間が示されていない。 
・ＩＣＴにより教育がどう変化するのか、課題を
どのような方法で解決していくのかなど、普及や

教育内容の改革に向けた具体的なビジョンを策定
するとともに、 
・その効果を測る成果指標を設定すべきではない

か。 
・これらについて、初等中等教育局も中心となっ
て進めていくことを検討すべきではないか。 

○「ＩＣＴを活用した教育の推進に関する懇談会（平成２６年４月１０日生涯学習政策局長決定）」において、第二期教育振興基本計画に掲げた基
本施策に係る取組を着実に実施するために今後講ずべき施策を体系化した工程表を策定し、平成２６年８月に報告書(中間まとめ)により公表した。 
○「効果検証方法（成果指標）の開発」及び「最適な指導方法の開発」については、ワーキンググループにおいて検証方法を検討し、実証校におけ

る実証研究を行っている。 
○「教員の ICT活用指導力向上方法の開発」については、ワーキンググループにおいて研修プランを作成し、平成２６年１０月より実証を行う予
定。 
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担当府省名 厚生労働省 

テーマ等 若者就職支援に関する事業（地域若者サポートステーション関連事業） 

指摘事項 

地域若者サポートステーション関連事業については、対象や地方自治体等との役割分担が明確ではなく、また、事業の有効性、費用対効果に関しての説得的な分析もなされておらず、Ｐ
ＤＣＡサイクルの活用による適切な事業運営が行われているとは言い難い。今後、 

①各サポステの実績の把握・評価や 
②サポステ卒業者の就労状況やその後の継続性についての把握 
等に取り組むべきではないか。 

③本事業以外にも地方自治体及び民間による取組、生活困窮者自立促進支援の枠組みづくりが進められている中、事業は有効とは言い難く、事業に終期を設けるなど事業の出口戦略が必
要ではないか。 
④さらに学校連携事業については、ニート予備軍をサポステに誘導するような内容となっており見直しが必要ではないか。 

個別項目 
事業改善の対応状況 

（平成 27年度予算概算要求への反映内容も含む） 

①各サポステの実績の把握・評価 

【支援対象者の状態把握の適正化について】 
・平成 24年 10月～12月の間にサポステに登録した人を対象（約 5、000人）に、平成 26年２月時点での登録時の状態別（１～５）に進路決定状態の調査を

実施した結果、各レベルともに一定割合は進路決定していた。（レベル１：26.6％、レベル２：39.9％、レベル３：53.3％、レベル４：63.8％、レベル

５：52.5％） 
・上記にあわせ、利用者の抱えていた課題を調査した結果、どのレベルでも複数の課題を抱えていた。レベル１、２は、「生活のリズムが不規則」など生活
領域での課題が顕著であった。 

・26年度から、初来所時の状態に加え、「生活習慣」、「コミュニケーション能力」等、新たな項目を追加するとともに、サポステのスタッフに対する研修等
を通じて支援対象者の状態を適正に判断するよう指示を徹底し、適正化を図った。 
 

【生活困窮者自立支援事業との関係について】 
・平成 26 年１～３月の新規登録者に対して、暮らし向きについて調査したところ、把握できた者のうち、暮らし向きについて「悪い」と回答した者（約１割）について、サポス
テが詳細なヒアリングを行った上で、必要と判断した場合は生活困窮者モデル事業に誘導し、重複排除を図っている。 

②サポステ卒業者の就労状況やその後の
継続性についての把握 

【ステップアップ事業等の有効性について】 

・平成 25年７月に進路決定した者のうち就職した者の６ヶ月後の状況を調査したところ、同一雇用主の下で就労している者は約 58％（３ヶ月後は約 65％）で
あった。 
・また、ステップアップ事業（60箇所で実施）が開始された平成 26年４月に就職した者についてサンプル調査したところ、就職して３ヶ月後に同一雇用主の

下で就労している者の割合は約 83％であった。（平成 27年度についても予算要求） 
※平成 26年度実績について、現時点では６ヶ月の状況を把握できてないため、３ヶ月後の状況で比較しているもの。 

③事業は有効とは言い難く、事業に終期
を設けるなど事業の出口戦略が必要 

【27年度に向けた見直しについて】 
・平成 27年度から生活困窮者自立支援の取組みが全国で始まることを踏まえた、実施体制の見直しを図ることとした。（平成 27年度予算要求に反映） 

・更に、サポステ事業を明確に雇用対策として位置づけることとした。 
・進学希望者については支援対象外とし、民間が独自で行う学習支援機関等への誘導により、事業の効率化を行う。 
・また、サポステ利用希望者について、最終的に就職を目標にし得る者か否か、サポステの支援が必要か否かをハローワーク職員が判断する。これに加え、

困窮レベルを把握した上で、生活困窮者自立支援事業への誘導を行い、重複排除を徹底する。 
・サポステ事業を雇用対策にシフトし、より安定した就職につなげるため、①ニート支援の拠点としてハローワークとの連携や職場体験の充実を図るととも
に、②サポステの支援を受けて就職した者に対する職場定着支援を全国展開するなど、より効率的・効果的に事業を実施できるよう見直しを行い、支援対

象者の早期の就職、就職後の失業の予防を図ることとした。（平成 27年度予算要求に反映） 
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・更に、「日本再興戦略」改訂 2014（平成 26年６月 24日閣議決定）において、「「地域若者サポートステーション」等の地方や民間との連携の在り方を含

む総合的な見直しにより、フリーター・ニートの就労支援を充実させるとともに、正規雇用化等を進める。」とされていることを踏まえた対応を着実に実
施するための不断の見直しを行う。 

④学校連携事業については、ニート予備
軍をサポステに誘導するような内容と

なっており見直しが必要 

【学校連携事業について】 
・学校連携推進リーダーによる学校に出向いて行う生徒や保護者への説明会や校長会等への働きかけ等を内容とする学校連携事業については、平成 27年度よ

り廃止することとした。（平成 27年度予算要求に反映、削減額：約 6.6億円） 
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担当府省名 厚生労働省 

テーマ等 安心・信頼してかかれる医療の確保に関する事業（医療サービスの機能の充実と重点化・効率化） 

指摘事項 

ＰＤＣＡには納税者の視点が不可欠だが、医療費の仕組み、現状や公定価格である診療報酬の改定プロセスが国民に十分に伝えられているとは言い難い。 

①医療費効率化に向けた各般の取組をレビューシートに明示しフォローアップ等を実施して国民に対し明らかにするほか、 
②医療費負担者である国民の声をこれまで以上に反映できる枠組みを構築するべきではないか。 
医療費の効率化施策や診療報酬改定において、ＰＤＣＡ サイクルが適切に活用されているとは言い難いことから、 

③診療報酬改定で本体と薬価をそれぞれ独立して決定できるよう意思決定過程を改めるとともに 
④薬価の下落分を診療報酬本体の引き上げ原資とすることは合理性を欠くことからやめるべきではないか。 
⑤また、レセプトの悉皆的分析を実施し診療報酬改定や医療効率化に反映すべきではないか。 

⑥さらに、医療の改善のための対応として診療報酬の改定という手段が有効でない場合も考えられることから、他の選択肢も含めて十分に吟味した上で有効な措置を選択すべきではない
か。 

個別項目 
事業改善の対応状況 

（平成 27年度予算概算要求への反映内容も含む） 

①医療費効率化に向けた各般の取組をレビューシート
に明示しフォローアップ等を実施して国民に対し明ら
かにする 

・医療費適正化計画の在り方について、適切なＰＤＣＡサイクルを踏まえた計画の策定や評価の在り方、計画の実効性を担保する措置などを含
め、次期医療保険制度改正に向け検討を行う旨、平成 26年 4月 22日の経済財政諮問会議にて厚生労働大臣から説明を実施。 

・第２期医療費適正化計画の策定は、第１期計画の中間評価の結果を踏まえているところ。また、第１期計画の最終的な評価について、平成 26
年 10月 15日に公表したところである。 
なお、医療費適正化計画については、「経済財政運営と改革の基本方針２０１４」や「規制改革実施計画」も踏まえ、地域医療構想と整合的

な医療費の水準や医療の提供に関する目標設定に関する検討、適切な PDCAサイクルを踏まえた計画策定の在り方や実効性を担保する措置な
どについて、次期医療保険制度改正に向け検討を行うこととされているため、今後、社会保障審議会医療保険部会等における議論を踏まえ、
第２期計画の計画期間の途中であっても見直しを行うこととしている。 

・レビューシート「医療保険給付費国庫負担金等」の備考欄においては、医療費適正化に関するレビューシートについて明記し、医療費適正化
に向けての各取組を把握できるようにしている。 

②医療費負担者である国民の声をこれまで以上に反映
できる枠組みを構築するべき 

・平成 26年度診療報酬改定に関する地方公聴会やパブコメについて、厚生労働省ホームページにおける周知に加えて、新たに開催地の厚生局を
通じた参加の呼びかけ、各厚生局ホームページにおける意見募集を行った。 

③診療報酬改定で本体と薬価をそれぞれ独立して決定
できるよう意思決定過程を改める 

・平成 26年度診療報酬改定の改定率については、診療報酬本体と薬価等が、それぞれ、＋０．７３％（＋０．６３％）、▲０．６３％（＋０．

７３％）とされた。 
※（ ）内は、消費税率引上げに伴う医療機関等の課税仕入れに係るコスト増への対応分 

④薬価の下落分を診療報酬本体の引き上げ原資とする
ことは合理性を欠くことからやめるべき 

⑤レセプトの悉皆的分析を実施し診療報酬改定や医療
効率化に反映すべき 

・ＤＰＣデータ等の活用により医療機関の機能分化や連携の実績に基づく評価を更に進め、適切な診療報酬の設定に取り組む旨、平成 26年 4月

22日の経済財政諮問会議にて厚生労働大臣から説明を実施。 
・引き続き、次期診療報酬改定に向けて、レセプト・ＤＰＣデータを分析し、中医協における審議の参考資料として活用できるよう検討中。 

⑥医療の改善のための対応として診療報酬の改定とい
う手段が有効でない場合も考えられることから、他の
選択肢も含めて十分に吟味した上で有効な措置を選択

すべき 

・平成 26年度診療報酬改定においては、診療報酬だけではなく、医療法等の改正による制度面での対応に併せて、消費税増収分を財源として活
用し、医療・介護サービスの提供体制改革を推進するための新たな財政支援制度を創設することとした。 
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担当府省名 厚生労働省 

テーマ等 安心・信頼してかかれる医療の確保に関する事業（後発医薬品の使用促進等） 

指摘事項 

①後発医薬品の使用促進のロードマップにおける目標値の引き上げや達成時期の前倒しを行い、先発品の薬価引下げ等を進めるべきではないか。 
②この場合、先発薬と後発薬の競争を促しつつ、双方の薬価を下げるとともに、価格差を縮小させることを通じ、医療費の国民負担を下げることを最重要課題として取り組む必要があ

る。 
③こうした観点から、後発品の数量シェアの引上げ目標を設定すべきではないか。 
④市販品と同一の有効成分の医療用医薬品に係る負担については、公的医療保険の対象外とする等により患者負担とする取組を進めていくべきではないか。 

個別項目 
事業改善の対応状況 

（平成 27年度予算概算要求への反映内容も含む） 

①発医薬品の使用促進のロードマップにお

ける目標値の引き上げや達成時期の前倒し
を行い、先発品の薬価引下げ等を進めるべ
き 

・「ロードマップ検証検討事業」について、年度内には調査完了の予定。 
・後発品が薬価収載された後、5年を経過した後の最初の薬価改定以降において、後発品置換え率が 60％に満たない先発品について、置きかえ率に応じて薬

価を 2～1.5％引き下げるルールについて診療報酬改定を行い、平成２６年４月から実施している。 

②先発薬と後発薬の競争を促しつつ、双方
の薬価を下げるとともに、価格差を縮小さ
せることを通じ、医療費の国民負担を下げ

ることを最重要課題として取り組む必要が
ある 

・後発品が薬価収載された後、5年を経過した後の最初の薬価改定以降において、後発品置換え率が 60％に満たない先発品について、置きかえ率に応じて薬

価を 2～1.5％引き下げるルールについて診療報酬改定を行い、平成２６年４月から実施している。 
・初めて収載される後発品の薬価については、先発品の 7割（10品目を超える内用剤は 6割）とする現行ルールを見直し、先発品の 6割（10品目を超える
内用剤は 5割）とすることについて診療報酬改定を行い、平成２６年４月から実施している。 

③後発品の数量シェアの引上げ目標を設定
すべき 

・「ロードマップ検証検討事業」について、年度内には調査完了の予定。 

④市販品と同一の有効成分の医療用医薬品
に係る負担については、公的医療保険の対
象外とする等により患者負担とする取組を

進めていくべき 

・治療目的でなく、うがい薬のみが処方される場合については、当該うがい薬に係る処方料等を算定しないことについて診療報酬改定を行い、平成２６年
４月から実施している。 
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担当府省名 農林水産省 

テーマ 新規就農支援に関する事業 

指摘事項 

本事業は、参入のインセンティブになっているとは言い難く、 

・効果測定基準を「自立経営を実現した新規就農者数」に見直す、 
・対象者について新規参入者、農業法人の雇用補助に重点化、 
・所得に応じた補助金額の変動化、 

・事業の５年後の終了の明確化 
などを行うべきではないか。 
また、農業の競争力を高めるほうが先決であり、 

・農地集約化の観点から増加目標を精査、 
・法人参入が促進される環境の整備、 
・販路確保などの地域サポートの充実 

などをおこなうべきではないか。 
本事業は、これが整うまでの５年程度の暫定措置とすべきではないか。 

個別項目 
事業改善の対応状況 

（平成 27年度予算概算要求への反映内容も含む） 

①本事業は、参入のインセンティブになっているとは言
い難く、 

・効果測定基準を「自立経営を実現した新規就農者数」
に見直す、 
・対象者について新規参入者、農業法人の雇用補助に重

点化、 
・所得に応じた補助金額の変動化、 
・事業の５年後の終了の明確化 

などを行うべきではないか。 

・本事業の効果測定基準を「認定就農者数」とする。 

・経営開始型の新規給付対象者数を縮減し、農の雇用事業で対応するとともに、給付対象者を認定就農者等に重点化する。 
・27年度概算要求において、前年の所得に応じて給付金額を変動させる仕組みを導入することとして要求している。 
・毎年度、施策の効果を検証しつつ、５年後（24～28年度の５年間終了後）に、より効果的な新規就農施策について検討する。 

②また、農業の競争力を高めるほうが先決であり、・農

地集約化の観点から増加目標を精査、・法人参入が促進
される環境の整備、・販路確保などの地域サポートの充
実などをおこなうべきではないか。 

・日本再興戦略、農林水産業・地域の活力創造プランに沿って、輸出促進、地産地消、６次産業化、農業構造の改革と生産コストの削減等に
係る施策を新規就農施策とともに実施しているところである。 

 

③本事業は、これが整うまでの５年程度の暫定措置とす
べきではないか。 

・５年後（24～28年度の５年間終了後）に、より効果的な新規就農施策について検討する。 
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担当府省名 農林水産省 

テーマ 農地の利用集積の促進に関する事業 

指摘事項 

○ 「農地集積協力金」については、実施期限を切って集中的に実施する、借り手が確定した時点で協力金を交付する、民・民の相対取引に貸しはがし等の影響を与えることのないよう
な形で実施するなどの条件付きで存続させるべきではないか。 
○ 「規模拡大交付金」については、集約化による付加価値や交渉コストの削減などにより、受け手は受益することから、制度を存続する必要はないのではないか。 

○ 「利用されない農地が滞留し、これに国費が投入されるリスクを最小限にするための措置を講じるべき」との規制改革会議の意見については、現在の農水省の対応案は不十分であ
り、国が一定のガイドラインを策定し示す、農地の借受と貸出を含めた中期的な事業計画の策定、都道府県知事へのインセンティブの付与などの対応が必要ではないか。 
○ 機構が行う基盤整備については、意見が分かれ、農地の受け手の受益者負担のほか、都道府県にも負担を求めるべき、不要な賃貸料、地価の上昇を招くことがないよう慎重な検討を

行うべき、基盤整備は借り手が基本的に行うべき、 
などの意見があった。 

個別項目 
事業改善の対応状況 

（平成 27年度予算概算要求への反映内容も含む） 

①○ 「農地集積協力金」については、 

・実施期限を切って集中的に実施する、 
・借り手が確定した時点で協力金を交付する、 
・民・民の相対取引に貸しはがし等の影響を与えるこ

とのないような形で実施する、 
などの条件付きで存続させるべきではないか。 

・事業実施要綱に平成30年までの交付単価を明記して事業を実施している。 
・25年度補正予算から、出し手に対する協力金については、事業実施要綱に借入れた農地が受け手に貸し付けられた時点で交付する旨の定めを設

けて実施している。 
・機構による貸借は、法律上、地域の農業の健全な発展を旨として行うこととされ、貸しはがし等が起こらないよう貸付先決定ルールの例など
を示して機構の事業について指導している。 

②○ 「規模拡大交付金」については、集約化による
付加価値や交渉コストの削減などにより、受け手は受

益することから、制度を存続する必要はないのではな
いか。 

・規模拡大交付金については、廃止した。 

③○ 「利用されない農地が滞留し、これに国費が投

入されるリスクを最小限にするための措置を講じるべ
き」との規制改革会議の意見については、現在の農水
省の対応案は不十分であり、 

・国が一定のガイドラインを策定し示す、 
・農地の借受と貸出を含めた中期的な事業計画の策
定、 

・都道府県知事へのインセンティブの付与、  
などの対応が必要ではないか。 

・ガイドラインの策定等の指摘内容については、12月5日に農地中間管理事業の推進に関する法律等が成立したところであり、運用の中で対応し
ていく。 
・機構への農地の滞留防止のために法律上機構が借り受けた農地については、一定期間受け手を探して見つからない場合には解除できる仕組み

とされているが、この一定期間については、国として２～３年を基準に各県でルールを決めるよう指導している。 
・機構の事業については、各都道府県において10年後の利用集積目標について基本方針を作成している。 
・予算において、滞留防止策として、機構の事業費への補助率を 7割とする一方で、農地の貸付率に応じて国費を加算する制度を創設し、都道

府県知事へのインセンティブを付与したところ。 
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担当府省名 経済産業省 

テーマ等 広報に関する事業（総合エネルギー広聴・広報・教育事業） 

指摘事項 

どのような国民に何を知ってほしいか不明確であり、目的・ビジョンが明確とは言い難い。また、適切な成果指標が設定されているとは言い難い。①エネルギー政策に関する認知、理解、

行動までを目的とし、それに見合う成果指標を設定すべきではないか。 
②広報主体の役割分担も含め、費用対効果の高い広報手段（内容・方法）が採られているとは言い難く、学校でのカリキュラム化などで対応すべきではないか。 

個別項目 
事業改善の対応状況 

（平成 27年度予算概算要求への反映内容も含む） 

①エネルギー政策に関する認知、理解、行
動までを目的とし、それに見合う成果指標
を設定すべきではないか。 

 平成２６年度事業から、成果指標として、事業の有用度、理解度、満足度、行動変化の有無を位置付けた上で、対象となる教師・保護者・子供達（事業
対象約１万人）に対して調査を実施する。調査結果の分析・評価について外部有識者委員会において検証し、効果が低い事業内容については、廃止を含め
見直す。 

②広報主体の役割分担も含め、費用対効果
の高い広報手段（内容・方法）が採られて

いるとは言い難く、学校でのカリキュラム
化などで対応すべきではないか。 

 指摘を踏まえ、情報を発信するプラットフォームの再構築として今年度中を目途にホームページの見直しを行い、費用対効果の高い手法での情報発信の

強化に取り組むこととする。また、事業実施に当たっては、文部科学省等関係府省と協議し、連携を図りながら実施することとする。 
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担当府省名 経済産業省 

テーマ等 
資源エネルギー・環境政策に関する事業（大規模実証事業）(石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業費補助金) （風力発電のための送電網整備実証事業） 
（次世代エネルギーマネジメントビジネスモデル実証事業） 

指摘事項 

① 「石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業」については、ＰＤＣＡサイクルが十分機能しているとは言い難く、 

・再委託先も含めた競争入札の導入 
・第三者の専門家を入れた国によるコスト検証の仕組みの導入 
などによるコスト削減を図るべきではないか。 

② また、本事業は、特定事業者のみに補助する形になっており、事業規模の縮減、補助率の見直しなどを検討すべきではないか。 
③ さらに、国からの多大な補助がある以上公共財的性格が高いものであることから、研究成果が幅広く共有されるような仕組みを導入するべきではないか。 
④「風力発電のための送電網整備実証事業」については、ほぼ実用化のレベルと同じ規模の事業であり、横展開の可能性も低いと考えられることから、国が行うべき実証事業の範囲を超え

た民間ビジネス支援となっていると考えられる。このため、 
 ・事業規模の縮減、 
 ・補助率の見直し、 

 ・補助対象の限定 
 などを行うべきではないか。 
⑤また、本事業は、ＰＤＣＡが十分機能しているとは言い難く、 

 ・新規採択事業について事業に先立ち実現可能性調査を実施するとともに、 
 ・既採択事業についても事業の本格化までに事業計画の精査を行うべきではないか。 
⑥「次世代エネルギーマネジメントビジネスモデル実証事業」については、ビジネスモデルの実証は民間企業が行うべきことであり、何を実証すべきかも特定できていないことから、この

ままの形では事業化することは適切ではないのではないか。 

個別項目 
事業改善の対応状況 

（平成 27年度予算概算要求への反映内容も含む） 

①「石炭ガス化燃料電池複合発電実証事

業」については、ＰＤＣＡサイクルが十分
機能しているとは言い難く、 
・再委託先も含めた競争入札の導入 

・第三者の専門家を入れた国によるコスト
検証の仕組みの導入 
などによるコスト削減を図るべきではない

か。 

競争入札の徹底については、平成 26年８月末時点までに、新たに３件の競争入札を実施済み。 
また、PDCAサイクルを十分機能させるための取組として、平成 27年度予算要求においては、当年度に実施する事業内容を有識者からなる技術検討委員会

にて検討を行い、事業実施に必要な額を要求済み（26年度予算：62.7億円→27年度概算要求 59.5億円）。 

②また、本事業は、特定事業者のみに補助
する形になっており、事業規模の縮減、補
助率の見直しなどを検討すべきではない

か。 

 平成 26年度以降の取り組みとして、上記の第三者によるコスト検証の結果を踏まえ、事業を効率的に執行することで、事業規模を縮減した。 

③さらに、国からの多大な補助がある以上

公共財的性格が高いものであることから、
研究成果が幅広く共有されるような仕組み
を導入するべきではないか。 

本事業の成果の横展開については、他の電力事業者やメーカーなどへの展開を図るために、成果報告会等における成果の情報提供・共有などを積極的に
行うとともに、今後の事業進展に合わせて更なる普及展開策を図っていく。また、今後発生する知財についても、他企業等からの要望に応じて積極的に横

展開を図っていくこととした。 
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④「風力発電のための送電網整備実証事
業」については、事業規模の縮減、補助率
の見直し、補助対象の限定などを行うべき 

 指摘を踏まえ、平成 26年度の北海道地域における送電網整備実証事業につき、事業規模及び予算額を縮減。更に同事業に関して行われた実現可能性調
査の結果について、平成 26年 8月下旬に第三者委員会にて審議を行い、内容の精査を実施。その結果を踏まえ、27年度概算要求についても、予算規模を
縮小（26年度予算：150.5億円 → 27年度概算要求:105億円）（※下記⑤参照）。 

⑤新規採択事業について事業に先立ち実現

可能性調査を実施するとともに、既採択事
業についても事業の本格化までに事業計画
の精査を行うべき 

 指摘を踏まえ、東北地域においては、平成 25年 12月から実現可能性調査を前倒し実施し、事業計画の精査を行った。これを踏まえ、東北地方における

送電網整備実証事業については平成 26年 8月中旬に公募を締め切り、第三者委員会の審議を経て採択を実施。 
また、北海道地域に関しての実現可能性調査の結果について、第三者委員会にて審議し、内容の精査を実施。 
以上の結果を踏まえ、27年度概算要求については、予算規模を縮小（26年度予算：150.5億円 → 27年度概算要求:105億円）。 

⑥「次世代エネルギーマネジメントビジネ
スモデル実証事業」については、このまま

の形で事業化することは適切ではないので
はないかとの指摘を踏まえ、事業計画を再
検討する。 

官民の役割を再検証し、ビジネスモデルの実証は民間に委ねることとした。 
その上で、事業の対象を、HEMSデータの利活用に必要な基盤整備等、真に国が支援すべきものに限定した。 
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担当府省名 経済産業省 

テーマ等 基金に関する事業(省エネルギー設備導入促進基金(国内排出削減量認証制度活性化事業、温室効果ガス排出削減量連動型中小企業グリーン投資促進事業）) 

指摘事項 

省エネルギー設備導入促進基金については、基金の保有割合が極めて高く、客観的な根拠を用いた保有割合の算定等実施していれば、使用見込みのない金額を早期に国庫返納することが

可能であったのではないか。 
①基金基準の趣旨に沿った合理的な保有割合の算定方法・積算根拠に基づいた見直しが行われているとは言い難い。 

個別項目 
事業改善の対応状況 

（平成 27年度予算概算要求への反映内容も含む） 

①基金基準の趣旨に沿った合理的な保有割合
の算定方法・積算根拠に基づいた見直しが行

われているとは言い難い。 
  

使用見込のない金額については国庫返納を実施。 
国庫返納に当たっては、国内クレジット認証委員会における補助対象クレジット量の認証プロセス等に所要の期間を要することから、平成 22年度補正事
業については、平成 24年 3月の認証委員会により交付金額が確定したため、平成 24年 8月に 13億 86百万円を国庫に返納済。 

また、平成 23年度事業については、平成 25年 3月の認証委員会で、平成 24年度事業については、平成 25年 7月の認証委員会で、交付金額が確定した
ため、平成 23年度事業・平成 24年度事業ともに、平成 25年 11月 13日に返納に係る報告書を一般社団法人低炭素投資促進機構（基金設置団体）より接
受。11月 26日に平成 23年度事業 6億 97百万円・平成 24年度事業 14億 90百万円の合計 21億 87百万円を国庫に返納済。 
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担当府省名 経済産業省 

テーマ等 基金に関する事業（住宅用太陽光発電導入支援対策基金(再生可能エネルギー発電設備等導入促進支援対策事業)） 

指摘事項 
住宅用太陽光発電導入支援対策基金については、事業の見通しが甘く、また業務の適切性が充分に確保されていたとは言い難いのではないか。 
①基金設置法人の不断の業務点検、基金監督官庁による定期検査等の実施を強化するとともに、 
②固定費の削減により効率的な管理費計上をすべきではないか。 

個別項目 
事業改善の対応状況 

（平成 27年度予算概算要求への反映内容も含む） 

①基金設置法人の不断の業務点検、基金監

督官庁による定期検査等の実施を強化 

昨年１２月より、当省による執行状況を確認する会議を定期的（月１回）に実施し、執行状況や今後の見通し等について当省が確認・指示、指示事項への
対応状況のフォローを行う機会を設けることとする。（１２月５日に第一回定期連絡会を開催し、次回公募に関する事業計画・執行状況を確認し、指示を
行った。） 

②固定費の削減により効率的な管理費計上
をすべき 

法人に対しては、不要な管理費の削減を行うよう支出見込みの再精査の指示を行っており、その報告を受け、昨年、管理費の見直しを行った。 
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担当府省名 国土交通省 

テーマ等 地球温暖化防止等に関する事業（先導的都市環境形成促進事業、超小型モビリティの導入促進） 

指摘事項 

（先導的都市環境形成促進事業） 
①先導的都市環境形成促進事業については、社会実験とモデル事業との関係や事業の目的が明確とは言い難く、普及可能性にも疑問がある。先進性・先導性が欠如し、類似事業との重複も

見られ、事業の成果の評価および検証がきちんとなされているとは言い難い。事業の内容を踏まえれば、国ではなく地方自治体が行うべきなのではないか。 
 
（超小型モビリティの導入促進） 

②超小型モビリティの導入促進事業については、事業の目的が明確とは言い難い。先導性が欠如しているほか、市場をゆがめる民間支援となっているのではないか。モデル事業としては、
規模が過大であり規模を縮減するべきではないか。 

個別項目 
事業改善の対応状況 

（平成 27年度予算概算要求への反映内容も含む） 

①先導的都市環境形成促進事業について
は、(1)社会実験とモデル事業との関係や事

業の目的が明確とは言い難く、(2)普及可能
性にも疑問がある。先進性・先導性が欠如
し、(3)類似事業との重複も見られ、(4)事

業の成果の評価および検証がきちんとなさ
れているとは言い難い。事業の内容を踏ま
えれば、(5)国ではなく地方自治体が行うべ

きなのではないか。 

（１）事業内容を整理・精査し、平成２６年４月１日に、補助金制度要綱及び交付要綱を改正し、モデル事業について、みどり分野を廃止した。 
（２）事業内容を整理・精査し、平成２６年４月１日に、補助金制度要綱及び交付要綱を改正し、モデル事業について、交通分野を廃止するとともに、

「モデル事業の先進性・先導性、および他地区・都市への普及可能性が確認されること」を、モデル事業認定の要件として明記。第三者評価委員会
による評価を活用し事業の認定を実施。 

（３）支援対象を、都市計画及び都市開発に親和性の高い都市再生緊急整備地域及びエコまち計画区域において実施される複数街区にまたがるエネルギー

面的利用に関する事業に限ることで、関係省庁の類似事業との重複を排除。 
（４）既にモデル事業認定した地区における CO2削減量の見込み値から、今後の本事業における CO2削減量を推計し、新たなアウトカム指標として「エネ

ルギーの面的利用の普及による CO2の削減量」を指標化した。 

（５）本事業の目的は都市における先導的な環境対策のモデル支援を行うことにより、その成果を他の地域へと普及促進していくことであるところ、モデ
ル的であるため効果の実証がなされておらず、地方公共団体ではリスクの大きさ故に支援しづらい取組については、引き続き国が実施すべき役割で
あると考えている。 

 
 なお、逼迫した地球環境問題への対応に加え、東日本大震災を契機として災害時における業務継続の観点からエネルギーの自立化・多重化が求め
られているところであるため、本事業は、平成２６年度で廃止とし、大都市等の拠点地区において防災性や環境性を備えた業務継続地区を構築する

ために必要なエネルギーの面的ネットワークの整備を促進するための新規施策について、平成２７年度要求を行うものとする。 

②超小型モビリティの導入促進事業につい
ては、(1)事業の目的が明確とは言い難い。
先導性が欠如しているほか、(2)市場をゆが

める民間支援となっているのではないか。
(3)モデル事業としては、規模が過大であり
規模を縮減するべきではないか。 

（１）事業目的について見直しを行い、平成 26年 4月 1日に交付要綱を改正し、事業目的を明確化した。 

（２）事業選定について見直しを行い、平成 26年 4月 1日に交付要綱を改正し、地方公共団体が関わる事業を優先するとともに、民間事業者への支援は
原則として行わないこととし、例外的に、民間事業者は地方公共団体と協議会を構成する場合に限って支援を受けることができることとした。 

（３）事業規模について見直しを行い、事業の運用方針を改正し、1事業あたりの補助台数に上限を設けることとした。 

（超小型モビリティ導入促進事業 交付要綱等 http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr1_000043.html） 
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担当府省名 国土交通省 

テーマ等 総合的な国土形成の推進に関する事業（社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金） 

指摘事項 

①今後の社会資本の老朽化の見通しを踏まえれば、資源の配分を老朽化対策に重点化すべきではないか。 

②その際、現在の地方に任せきりの姿勢であることを改め、交付金がどのように老朽化対策に重点的に投入されているのかについて把握・検証しその後に反映していくべきではないか。 
③また、長寿命化計画の策定や老朽化対策・維持管理費用の将来推計に基づく維持管理マネジメントを実施している地方公共団体に対しては、配分を優先するべきではないか。 
④また、モデル都市等においてベストプラクティスを抽出し全国に広める等の取組を進め、 

⑤一方で取組が遅れている地方公共団体に対しては、総務省などの関係省庁とも連携しつつ、例えば、ペナルティを与えることも含めてインセンティブを付与すること等を通じ一層のメ
リハリをつけるべきではないか。 
⑥交付金の地方の裁量は認めるとしてもアウトプット(成果)の評価は徹底すべきではないか。 

⑦地方のインフラ実態、更新コスト情報については、総務省とも連携しつつ、検証可能な指標を導入すべきではないか。 

個別項目 
事業改善の対応状況 

（平成 27年度予算概算要求への反映内容も含む） 

①今後の社会資本の老朽化の見通しを踏ま
えれば、資源の配分を老朽化対策に重点化
すべきではないか。 

平成２５年度補正予算及び平成２６年度予算について、地方公共団体の社会資本整備を支援する交付金を防災・安全交付金に重点化した。その上で、長寿

命化計画に基づくなど、計画的な維持管理・更新を行う整備計画等、老朽化対策、耐震化等の取組に重点配分した。 

②その際、現在の地方に任せきりの姿勢で
あることを改め、交付金がどのように老朽

化対策に重点的に投入されているのかにつ
いて把握・検証しその後に反映していくべ
きではないか。 

平成２５年度中に、地方公共団体に過度の負担を与えずに把握・検証を行う前提となる、事業分野ごとの執行実績を集計するシステムを整備した。 

平成２５年度事業に関しては、事業分野ごとの執行実績を集計するシステムを活用し、地方公共団体の協力の下、集計中である。平成２７年度秋頃に集計
される平成２６年度事業については、さらに老朽化対策に該当する事業の執行実績が集計可能となるよう取組を進める。 

③また、長寿命化計画の策定や老朽化対
策・維持管理費用の将来推計に基づく維持
管理マネジメントを実施している地方公共

団体に対しては、配分を優先するべきでは
ないか。 

平成２５年度補正予算及び平成２６年度予算について、地方公共団体の社会資本整備を支援する交付金を防災・安全交付金に重点化した。その上で、長寿
命化計画に基づくなど、計画的な維持管理・更新を行う整備計画等、老朽化対策、耐震化等の取組に重点配分した。 

④また、モデル都市等においてベストプラ
クティスを抽出し全国に広める等の取組を
進め、 

地方公共団体の取組の参考となるよう、防災・安全交付金を活用した整備計画の好事例や想定される主な事業の例を国土交通省 HPで公表しており、引き続
き、地方公共団体の取組事例の充実を図る。 
地方公共団体の取組事例の充実を図るため、各地方整備局等を中心として、ＨＰに示した事業例を元に地方公共団体からの各種照会への対応、必要に応じ

た地方公共団体への働きかけを行っているところ。 

⑤一方で取組が遅れている地方公共団体に
対しては、総務省などの関係省庁とも連携

しつつ、例えば、ペナルティを与えること
も含めてインセンティブを付与すること等
を通じ一層のメリハリをつけるべきではな

いか。 

各インフラの管理者の取組の底上げを図る観点から、国土交通省のインフラ長寿命化計画（行動計画）において、所管インフラに関して、維持管理・更新

等に係る体制の整備や予算の確保に関する各インフラ管理者への支援手法を具体的に整理しており、国土交通省のＨＰにおいて掲載するとともに、地方公
共団体に対する説明会を開催するなど、各インフラ管理者に行動計画を示しているところ。 

⑥交付金の地方の裁量は認めるとしてもア
ウトプット(成果)の評価は徹底すべきでは
ないか。 

平成２５年度で計画期間が完了した整備計画について、評価実態の集計整理の検討を行うため、地方公共団体における評価状況の把握を進めている。 
平成２６年７月に地方公共団体の協力の下、社会資本総合整備計画中の成果目標の達成度を調査したところ、社会資本整備総合交付金においては全国的に
８割、防災・安全交付金においては９割近くとなっており、競争力強化や地域活性化、防災・減災、老朽化対策等に関する目標を概ね達成できている状況

である。 
中間評価・事後評価の適切な実施に関して、各地方整備局等が開催する説明会等の機会を捉え、適宜周知を図っているところであり、成果目標を達成でき
ていない計画については、その原因を分析し、改善方策を検討するよう促すなど、必要に応じて地方公共団体の取組を支援する。 
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⑦地方のインフラ実態、更新コスト情報に

ついては、総務省とも連携しつつ、検証可
能な指標を導入すべきではないか。 

長寿命化計画に基づくなど、計画的な維持管理・更新を行う整備計画に対し、防災・安全交付金で重点的に支援することを通じて、地方公共団体における
インフラ長寿命化計画等の策定促進を含めて、インフラの実態把握等を推進している。 
引き続き、防災・安全交付金による支援を通じた地方公共団体におけるインフラ長寿命化計画等の策定促進に努めるとともに、インフラに関する情報を管

理するデータベース等の整備に努めている。 
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担当府省名 環境省 

テーマ等 地球温暖化防止等に関する事業（チャレンジ 25地域づくりモデル事業等） 

指摘事項 

① チャレンジ２５地域づくりモデル事業」については、支援対象の採択にあたっての事前検証が甘く、選択が厳密に行われているとは言い難い。効果の検証も明確な基準が設定されて
おらず、不十分である。先進性、費用対効果、有効性、波及性の点で適切でないものや民間・自治体が行うべきものが支援対象となっており、効果の検証方法を確立し支援対象を限

定すべきではないか。 
②「地域主導による先導的「低炭素・循環・自然共生社会」創出事業」は、支援対象について、有効性が高い取組や国が特に支援すべき取組に重点化されているとは言い難い。このため、 
・従来の事業の検証を厳格に行い、 

・その結果をもとに、普及可能性の高い事業に絞りこむとともに、 
・民間や自治体が行うべきものは民間や自治体に任せ、 
・国として支援すべき対象を厳選すべきではないか。 

③また、アウトカム指標を明示した上で、効果の検証方法を確立すべきではないか。 
④「環境省の地域の省ＣＯ２施策支援関連事業全体」については、事業間の役割が整理されているとは言い難く、 
・解決すべき政策課題の設定、 

・目的・目標の明確化、 
・戦略の策定 
を行った上で、事業を整理すべきではないか。 

⑤また、環境省のみならず、政府全体として重複の排除を徹底すべきではないか。 

個別項目 
事業改善の対応状況 

（平成 27年度予算概算要求への反映内容も含む） 

①効果の検証方法を確立し支援対象を限定

する。 

○平成 26年 2月 28日に平成 25年度低炭素地域づくり集中支援モデル事業に係る審査委員会を開催し、平成 25年度終了事業について、CO2削減効果、事業
性、その他の副次的効果を、基準を明確化した上で検証した。また、審査委員会における検証を踏まえ、実証事業の結果をとりまとめて公表した。 
○平成 26年度事業についても審査委員会において CO2削減効果、事業性、採算性、波及性、地域への貢献性、来年度事業計画の妥当性等の観点から継続予

定８事業の事業内容を精査し、真に必要な４事業に絞り込みを行った。 
○なお、事業実施をとりやめた４事業のうち１つは雪氷熱エネルギーを空調に利用（いわゆる「雪冷房」）する実証事業であり、平成 25年度までの実証
結果により他地域へ波及させるためのデータが一定程度整理できること等から事業をとりやめることとしたものである。 

②従来の事業の検証を厳格に行い、その結
果をもとに、普及可能性の高い事業に絞り

こむとともに、民間や自治体が行うべきも
のは民間や自治体に任せ、国として支援す
べき対象を厳選する。 

 平成 26年度の交付規程において、補助事業者に対し事業の完了した日からその年度の３月末までの期間及びその後の３年間の期間を対象に、事業報告
書の提出を義務づけている。 
事業報告書では、 

・事業計画の策定・ＦＳ支援事業にあってはその後の事業化の状況及び進捗状況を、設備導入支援事業にあっては事業実施によるＣＯ２削減効果を記載さ
せるとともに、 
・地方公共団体から事業実施後に事業結果をどのように活かし地域のＣＯ２削減を図っているか等についての状況報告書も添付させ、 

継続して事業効果の検証を行うこととしている。 

③アウトカム指標を明示した上で、効果の

検証方法を確立する。 
同上 

④「環境省の地域の省ＣＯ２施策支援関連
事業全体」については、 
・解決すべき政策課題の設定、 
・目的・目標の明確化、 
・戦略の策定 
を行った上で、事業の整理を行う。 

平成２６年 7月に中央環境審議会から意見具申された「低炭素・資源循環・自然共生政策の統合的アプローチによる社会の構築」に基づき、改めて環境政

策の戦略（「地域経済循環の拡大」「国土価値の向上」等）等を踏まえつつ、本事業の必要性・妥当性を検証し、事業の見直し等を実施した上で、引き続
き 4事業を要求したところ。 
 

⑤環境省のみならず、政府全体として重複
の排除を徹底する。 

概算要求前の平成２６年８月 22日、関係省庁により、「省エネ・再エネの連携事業等に関する調整会議」を開催し、事業の役割分担の調整、連携の具体

的な内容や期待されるシナジー効果等を確認するなど重複排除等の調整を行ったところ。 
また、平成 26年度の各連携事業においては、交付要綱や審査基準等について関係省庁間で調整を行い作成したところ。 
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担当府省名 防衛省 

テーマ等 基地周辺対策の推進に関する事業（特定防衛施設周辺整備調整交付金） 

指摘事項 

交付金により地域住民の満足度・理解度を深めることが重要であるが、防衛省において交付対象施設の利用状況などを把握していないことや、一般財源的なものにも交付金が使われてい
る状況は、現在の交付金の使途や執行実態が、事業目的を十分に満たしているとは言い難く、特に生活環境の改善につながっているのか効果検証も十分に行われているとは言い難い。 

このため、①防衛省による交付対象施設の利用状況や基金の執行状況等の把握、基本的な行政サービスへの上乗せなどへの交付対象の厳格化、ＰＤＣＡサイクルに関する具体的なルール
の策定など、防衛省としてもＰＤＣＡサイクルを徹底させる取組を進めるべきではないか。 
併せて、②交付金に関する地域住民への周知を高める活動も徹底すべきではないか。 

個別項目 
   

事業改善の対応状況 
（平成 27年度予算概算要求への反映内容も含む） 

交付金により地域住民の満足度・理解度を深めることが重
要であるが、防衛省において交付対象施設の利用状況など

を把握していないことや、一般財源的なものにも交付金が
使われている状況は、現在の交付金の使途や執行実態が、
事業目的を十分に満たしているとは言い難く、特に生活環

境の改善につながっているのか効果検証も十分に行われて
いるとは言い難い。このため、①防衛省による交付対象施
設の利用状況や基金の執行状況等の把握、基本的な行政サ

ービスへの上乗せなどへの交付対象の厳格化、ＰＤＣＡサ
イクルに関する具体的なルールの策定など、防衛省として
もＰＤＣＡサイクルを徹底させる取組を進めるべきではな

いか。 

①については、平成２６年４月に制定した「特定防衛施設周辺整備調整交付金に係るＰＤＣＡサイクル実施要領」に基づき、平成２６年度事

業からＰＤＣＡサイクルの取組みを開始。 
【実施要領の概要】 
１ 補助事業者は、交付申請時に次に掲げる事項を記載した書類を提出 

・補助事業の成果の目標 
・成果の目標の達成状況を確認する方法 
・地域住民への周知に係る計画 

・過去に実施した類似の補助事業の評価結果の反映状況 
２ 補助事業者は、事業完了後に成果の目標の達成状況等を評価し、その結果を次の事業へ反映できるよう事業評価書を作成 
３ 防衛省は、成果の目標の達成が図られなかった場合には、当該補助事業者に対し、改善措置を実施するよう求めるとともに、改善措置の

実施を確認 
今後、本取組による効果について、地域住民への周知も含め、検証を行っていく。 
なお、平成２７年度予算概算要求については、対前年度同額を要求。 

併せて、②交付金に関する地域住民への周知を高める活動

も徹底すべきではないか。 
②については、上記①記載の実施要領内に地域住民への周知に係る事項を規定し、取組を開始。 
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